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議案第 １６ 号 

 

令和３年度 下関市土地取得特別会計予算 

 

令和３年度下関市の土地取得特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ353,315千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」

による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こ

すことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第２表地方債」による。 

 

  令和３年２月８日 提出 

  

下関市長   前 田  晋 太 郎 
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第１表　歳入歳出予算

     歳        入 （単位：千円）

款 項

 1 使用料及び手数料 1

 1 使用料 1

 2 財産収入 241,421

 1 財産運用収入 37

 2 財産売払収入 241,384

 3 繰越金 11,893

 1 繰越金 11,893

 4 市債 100,000

 1 市債 100,000

353,315

金 額

歳 入 合 計

54

     歳        出 （単位：千円）

款 項

 1 土地取得事業費 326,466

 1 土地取得事業費 326,466

 2 公債費 26,849

 1 公債費 26,849

353,315

金 額

歳 出 合 計

55

土地取得会計



第２表  地  方  債

起  債  の  目  的 限  度  額 起債の方法 利  率 償  還  の  方  法

公共用地先行取得事業債 100,000
債券発行又
は普通貸借

計 100,000

56

(単位：千円)

2.0%以内(ただし、

利率見直し方式で

借り入れる資金に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率)

30年以内（据置を含む）に

おいて元金均等若しくは元

利均等又は借入先と協議し

て定めるものによる。ただ

し、市財政の都合又は融通

条件により起債額の全額又

は一部を繰延べ起債し並び

に償還年限を短縮し繰上償

還することができるものと

する。
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１．歳入歳出予算事項別明細書
（１）総括
歳　入

款

 1 使用料及び手数料 1

 2 財産収入 241,421

 3 繰越金 11,893

 4 市債 100,000

353,315

本 年 度 予 算 額

歳 入 合 計

548

（単位：千円）

1 0

318,302 △ 76,881

10,963 930

100,000 0

429,266 △ 75,951

前 年 度 予 算 額 前 年 度 対 比

549

土地取得会計



歳　出

款

 1 土地取得事業費 326,466 402,291 △ 75,825

 2 公債費 26,849 26,975 △ 126

353,315 429,266 △ 75,951歳 出 合 計

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 前 年 度 対 比

550

（単位：千円）

100,000 226,466

26,849

100,000 253,315

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 市 債 そ の 他

551

土地取得会計



（２）歳入

款

項

目

 1 使用料及び手数料 1 1 0

 1 使用料 1 1 0

 1 土地取得事業使用料 1 1 0

 2 財産収入 241,421 318,302 △ 76,881

 1 財産運用収入 37 37 0

 1 利子及び配当金 37 37 0

 2 財産売払収入 241,384 318,265 △ 76,881

 1 不動産売払収入 241,384 318,265 △ 76,881

 3 繰越金 11,893 10,963 930

 1 繰越金 11,893 10,963 930

 1 繰越金 11,893 10,963 930

 4 市債 100,000 100,000 0

 1 市債 100,000 100,000 0

 1 公共用地先行取得事業債 100,000 100,000 0

本 年 度 前 年 度 比 較

552

（単位：千円）

節   

 1 土地使用料 1 土地使用料

 1 基金利子収入 37 土地開発基金利子収入

 1 土地売払収入 241,384 土地売払収入

 1 前年度繰越金 11,893

 1 公共用地先行取得 100,000 公共用地先行取得事業債 100,000

事業債 　対象額　   100,000千円の全額

区 分 金 額
説 明

553

使用料及び手数料



（３）歳出

款

項

目

 1 土地取得事業費 326,466 402,291 △ 75,825 100,000 226,466

 1 土地取得事業 326,466 402,291 △ 75,825 100,000 226,466

費

 1 土地取得事 326,466 402,291 △ 75,825 100,000 226,466

業費

 2 公債費 26,849 26,975 △ 126 26,849

 1 公債費 26,849 26,975 △ 126 26,849

 1 元金 26,375 26,375 0 26,375

 2 利子 474 600 △ 126 474

国県支出金 市 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

554

(単位：千円)

 2 給料 4,465 土地取得事業 117,184

一般職給 4,465 一般職　　　　　　　 1人

 3 職員手当等 3,021 扶養手当 318 一般会計繰出金 209,282

住居手当 336

通勤手当 162

時間外勤務手当 161

期末勤勉手当 1,804

児童手当 240

 4 共済費 1,615

共済組合負担金 1,606

互助会負担金 9

10 需用費 20 消耗品費

11 役務費 518 通信運搬費 3

手数料 515

12 委託料 1,745

環境整備委託 1,266

測量委託 325

看板等物品作製委託 154

14 工事請負費 800 施設整備工事

16 公有財産購 100,000

入費 土地購入費 100,000

27 繰出金 214,282

土地開発基金繰出金 5,000

一般会計繰出金 209,282

27 繰出金 26,375

公債管理特別会計繰出金

26,375

27 繰出金 474

公債管理特別会計繰出金 474

説 明

節

目 の 説 明
区 分 金 額

555

土地取得事業費



2.　給与費明細書

  1 一  般  職  (1) 総    括

職  員  数

人 報 酬 給 料 職員手当等

1 4,465 3,021

1 4,439 3,088

26 △ 67

単 身 赴 任 特 殊 勤 務

手 当 手 当

職員手当等の

本 年 度 318 336 162

内　　　 訳 前 年 度 318 330 175

比 較 6 △ 13

556

給          与          費

住 居 手 当区 分

区            分

本 年 度

扶 養 手 当 通 勤 手 当

前 年 度

比 較

給与費

(単位 ： 千円)

計

7,486 1,615 9,101

7,527 1,594 9,121

△ 41 21 △ 20

時 間 外 宿 日 直 管理職員特 管 理 職 期 末 勤 勉

勤 務 手 当 手 当 別勤務手当 手 当 手 当

161 1,804 240

160 1,865 240

1 △ 61

557

合 計

児 童 手 当

共 済 費 備           考



　　(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

区            分 増減額

給            料 26  昇給に伴う増加分 7

 その他の増減分 19

職 員 手 当 等 △ 67  条例改正に伴う増減分 △ 71

 その他の増減分 4

558

増 減 事 由 別 内 訳

給与費

(単位 ： 千円)

 平均昇給率 0.62% 

     昇給期　　  　 　1月

     号給数別職員数   1号      0人    　2号    0人

                      3号      0人    　4号    1人

                      5号      0人    　6号    0人

                      7号      0人    　8号    0人

・異動等に伴うもの  職員の異動状況

現 に 在 職 増減予定 計

する職員数

本年度 1人 0人 1人 

前年度 1人 0人 1人 

増  減

・期末勤勉手当の改正分

・異動等に伴うもの

559

説 明 備 考

(計 1人)



　　(3) 給料及び職員手当等の状況

ア 職員１人当たり給与

円

円

年 月
47 6

円

円

年 月
46 6

※平均給与月額は、期末勤勉手当、共済費を除く

イ 初　任　給

(初級) 円

円

(上級) 円

円

560

371,500

447,354

439,455

本             市

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区                分

区                         分

本             市

行 政 職

国   の   制   度

令和3年1月1日現在

令和2年1月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 料 月 額
369,300

国   の   制   度

高   校   卒

大   学   卒

行 政 職

188,700

182,200

154,900

150,600

給与費
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ウ 級別職員数

職 員 数 構 成 比

人 ％

令和3年1月1日現在 1 100.0

1人     

1 100.0

令和2年1月1日現在 1 100.0

職員数

1人     

1 100.0

(級別の基準となる職務)

区           分 1  級 2  級 3  級 4  級 5  級 

主    事 主    事 主    任 課長補佐 課長補佐

技    師 技    師 主任主事 主    査 主    査

主任技師

562

職員数

行     政     職

区                  分

行 政 職

1  級 

2  級 

3  級 

4  級 

5  級 

6  級 

7  級 

8  級 

9  級 

計

1  級 

2  級 

3  級 

計

4  級 

5  級 

6  級 

7  級 

8  級 

9  級 

給与費

6  級 7  級 8  級 9  級 

課    長 部 次 長 部    長 部    長

主    幹 参    事 理    事 理    事

563



エ 昇給

行 政 職

(人) 1

(人) 1

1号給 (人)

2号給 (人)

3号給 (人)

4号給 (人) 1

5号給 (人)

6号給 (人)

7号給 (人)

8号給 (人)

(％) 100.0

(人) 1

(人) 1

1号給 (人)

2号給 (人)

3号給 (人)

4号給 (人) 1

5号給 (人)

6号給 (人)

7号給 (人)

8号給 (人)

(％) 100.0

564

 比           率   （B)/(A)

 職        員        数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

区                     分

前

年

度

 号給数別内訳

 比           率   （B)/(A)

本

年

度

 職        員        数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

 号給数別内訳

給与費

565



オ 期末勤勉手当

6 月 12 月

(月分) (月分) (月分)

カ その他の手当

国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同

566

2.225

2.225

2.250

2.225

4.45

4.50

4.45

区      分
支 給 率 計

支 給 期 別 支 給 率

扶 養 手 当

区 分

住 居 手 当

通 勤 手 当
交通用具利用者の最高支
給額は58,500円

2.225

異

本      年      度

前      年      度

国    の    制    度

同

2.250

給与費

職 制 上 の 段 階

職 務 の 等 級 に 備 考

よ る 加 算 措 置

567

有

有

有



３.　地方債に関する調書

　地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中 当該年度中元

起債見込額 金償還見込額

1 普  通  債 131,875 205,500 100,000 26,375 279,125

(1) 公共用地先行取得 131,875 205,500 100,000 26,375 279,125

131,875 205,500 100,000 26,375 279,125

前 前 年 度 末

現 在 高

(単位：千円)

前 年 度 末

現在高見込額

当 該 年 度 末

568

合        計

現在高見込額

当 該 年 度 中増 減 見 込み

区        分


